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第 1 現 状 

１ 登山者の現状  

（１）登山者数  ～ 山ガールに象徴される登山人気を背景に急増中 ～ 

○北アルプス、八ヶ岳連峰など日本を代表する山岳を有する本県には、毎年 50～60 万 

人（H15～21 の平均は 56 万 4 千人）の登山者が訪れていたが、最近は平成 22 年に 

59 万 6 千人（前年比+14.4％）、平成 23 年に 63 万 8 千人（同+7.0％）、平成 24 年に 

70 万 5 千人（同+10.5％）、平成 25 年に 74 万人（同＋5.0％）と急増している。 

○中高年層を中心とした登山人気

＊１

は、健康志向の高まりを背景に、依然高いレベルを保 

 っている。更に、最近は「山ガール

＊２

」と呼ばれる女性に限らず、男女とも各世代に 

 おいて登山を始める層が増えている。 
＊１ 1980 年代に週休 2 日制になったことなどを背景に登山人口は増えてきた。1994～97 年（平成 6～9 

年）にかけ中高年の登山入門番組や日本百名山の紹介番組がテレビ放映され、中高年を中心とする登 
山ブームが起こった。 

＊２ 「山ガール」という言葉は平成 21 年頃からテレビ、雑誌などで見られ、22 年には流行語大賞の候補 

   にも選ばれた。 
                    

 

 

 

 

 

 

 

 

 
      長野県警察本部山岳遭難統計より 

男女別・世代別の登山男女別・世代別の登山男女別・世代別の登山男女別・世代別の登山経験年数経験年数経験年数経験年数    

 

72.7 68.8

38.3
21.6 10.9 3.1 0

18.2 25

36.2

25.5

15.2 13.8 20

9.1 3.1

8.5

19.6

13
20 20

3.1

14.9
31.4

58.7 63.1 60

2.1 1.9 2.2

0%

20%

40%

60%

80%

100%

～20歳 ２０代 ３０代 ４０代 ５０代 ６０代 ７０以上

（男性）

不明

10年以上

～10年

～5年

2年未満

 

千人 



5 
 

 

＊25 年夏山において長野県山岳総合センターが実施したアンケート調査（H25.7～9、サンプル 466 人。 
以下「センター調査」という。） 

（２）県内山岳を訪れる登山者の現状 

  

 

 

 

 

＊「センター調査」と検討会委員の意見を中心にまとめた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
センター調査より～以下同じ～ 

 

○最近は、中高年層だけでなく、若年層も着実に増加している。 30 歳未満の登山者は 

36.7％、特に八ヶ岳連峰や中央アルプスは半数以上が 30 歳未満となっている。 

○中高年登山者には、①若いころから継続している人（継続組）、②一時登山から離れ 

ていたが退職等をきっかけに再度始めた人（カムバック組）、③中高年になって始め 

た人（ビギナー組）などがおり、人によって技量・経験が相当に異なる。 

 また、若い頃の成功体験と、現在の体力や健康とのギャップを認識していない行動が 

見られる。 
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～ 登山がレジャー化し登山者が多様化 ～ 

・中高年層に加え「山ガール」と呼ばれる女性層などが増加 

・経験が少ない登山者が増え、基本的ルールや危険性の認識が不十分 

・韓国人登山者が増加 
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○全体では、男が 57.3％、女が 41.8％。ただし、中央アルプスや北アルプス南部では

女性も半数近い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
○関東地方在住者が 51.1％、次いで中部地方 17.2％、関西地方 11.8％で、県内居住者 

は 4.5％。なお、中央アルプスは、中部地方からが最多で 39.4％。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○全体では 10 年以上は 32.2％で、半数以上（53％）が 5 年未満。特に、2 年未満の初 

心者が 3 割（29.6％）を占めている。 

ただし、山域によりバラツキがあり、中央アルプスでは半数以上（52.6％）が 2 年未 

満であり、逆に北アルプス北部では半数（50％）が 10 年以上の経験者となっている。 
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〇 ①自然を楽しむ 75.9％、②景色を楽しむ 60.6％、③頂上を目指す 55.7％。登山の 

楽しみ方が多様化しており、一概に頂上を目指しているわけではない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ ①インターネット 48.2％、②山岳雑誌 42.4％、③口コミ 34.4％、④登山用品店 25.0％ 

の順になっている。インターネットで個人の成功体験が容易に発信され、山の醍醐 

味や楽しさが喧伝される一方、危険情報や専門知識については情報量が少ない。ま 

た、受け手側の能力や知識不足があり、的確に情報処理されているか懸念される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ ①友人 65.9％、②家族 32.2％が多くなっているが、重大事故につながりやすい「単 

独」も 26.4％が経験している。なお、若年層を中心に、インターネットや雑誌によ 

る一時的な呼びかけに集まったグループによる登山など、新たなグループ化も見ら 

れる。 
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【【【【山岳会への加入状況山岳会への加入状況山岳会への加入状況山岳会への加入状況】】】】 

○加入者は全体で 15.9％、登山者の多くが未組織登山者。また半数以上（54.7％）が 

「加入したくない」と回答。 
 
〇山岳会も新規会員募集をかつてほど積極的に行っていないが、長野県山岳協会は団体 

加入だけでなく、新たに個人会員の募集をはじめた。 

○登山講習会や研修型ツアー登山への参加申し込み者は増加傾向にあり、山岳会などの 

組織には縛られたくないが、学びの場を求めている者は多い。 
 

 【【【【非常時用の携行装備非常時用の携行装備非常時用の携行装備非常時用の携行装備】】】】    

 

○登山の必須携行品である、雨具（携行率 97.4％）や非常食（同 77.9％）、地図・コン 

パス（同 66.3％）、ヘッドライト（同 79.8％）などを所持しない登山者がいる。山に 

対する危険認識や基礎知識が不足している。 
 

【【【【登山用ヘルメットの装着登山用ヘルメットの装着登山用ヘルメットの装着登山用ヘルメットの装着】】】】 
 

○登山用ヘルメットについては平成 25 年に長野県山岳遭難防止対策協会が山岳ヘルメ 

ット着用奨励山域を指定したこともあり、装着するケースが増えている。 

〇ツアー登山においても、山岳ヘルメット着用奨励山域においては参加者全員に装着さ 

せる旅行会社の取組みが始まった。 
 

 【【【【ツアー登山ツアー登山ツアー登山ツアー登山】】】】    

 

○近年増加している「ツアー登山」は、計画の立案、交通機関や宿の手配などを旅行会 

社が行い、登山中は山岳ガイドが案内するため、参加者にとっては参加しやすい登山 

形態であり広く認知されている。しかし、参加者個人は登山技術や知識がなくても参 

加できること、参加者のレベルが様々でかつ事前の把握が難しいなど、安全面でのリ 

スク要因を含んでいる。 
 

【【【【外国人登山者外国人登山者外国人登山者外国人登山者】】】】 
  

○外国人登山者に関する統計はないものの、韓国人登山者は最近、北アルプスの特定コ

ース（例えば「上高地～槍ヶ岳～奥穂高岳～上高地」）で増加している。 
 

〇韓国と日本の山岳環境（地形、気候、登山道整備、規制など）が大きく異なることか 

ら、韓国人の山に対する危険認識や登山スタイルなどは、日本人のそれと大きく異な 

っている。しかし、韓国における日本の山岳情報は十分とはいえない。 

 

 

 

 



9 
 

２ 山岳遭難の現状 

（１）山岳遭難の推移  ～ 最近は遭難多発状況が続く ～ 

○ 長野県警の山岳遭難事故統計（S29～）によると、年間発生件数は、昭和 40 年代後 

半まで増え続け、その後しばらく増減を繰り返したのち、平成 10 年頃から増加傾向 

に転じた。最近は、平成 22 年に初めて 200 件を超え、以来 4 年連続過去最多を更新。

平成 25 年は 300 件の大台となり、大変憂慮すべき状況にある。 

○ 年間死者数は、昭和 30 年代前半から昭和 50 年代前半まで多く（昭和 33～52 年の 

20 年間の平均は 53.8 人）、最多は昭和 42 年の 84 人。最近は 40 人前後であったが、 

平成 25 年は 65 人となった。  

 

○遭難者は昭和 63 年・平成 5 年では 20 歳代にピークがあるが、平成 10・15 年は 50

歳代に、平成 20・25 年は 60 歳代にピークがある。  
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（２）平成 25 年の山岳遭難 

 

 

 

 

 

 

区分 遭難件数 遭難者数 死者数 

平成 25 年 300 件 328 人 65 人 

平成 24 年 254 件 279 人 42 人 

前 年 比 ＋46 件 ＋49 人 －23 人 

○登山者の増加に伴い、県内の遭難発生件数は 300 件（前年比+18.1％）、遭難者数は 

328 人（同+17.6％）で、ともに前年より大幅に増加し、過去最多となった。 

 

○警察庁のまとめによると、平成 24 年の全国の山で遭難した者は 2,465 人（前年比 

+11.8％）で、過去最多となった。うち長野県の遭難者数は全国最多で 11.3％を占め 

ている。 

 

 【山域別の遭難件数と遭難者数】【山域別の遭難件数と遭難者数】【山域別の遭難件数と遭難者数】【山域別の遭難件数と遭難者数】                                                                        （件、人） 

 北アルプス 
中央アル 

プス 
南アル 
プス 八ヶ岳 

その

他 
槍・穂高 後立山 その他 小計 

遭難件数 75 58 35 168 23 14 32 63 

遭難者数 82 64 36 182 25 15 36 70 

    

    

【山域別の遭難者【山域別の遭難者【山域別の遭難者【山域別の遭難者の内訳の内訳の内訳の内訳】】】】 

 北アルプス 
中央アル 

プス 
南アル 
プス 八ヶ岳 

その

他 槍・穂高 後立山 その他 小計 

死 者 12 11 2 25 10 5 6 19 

行方不明 2  2 4 1 1  3 

負傷者 47 33 20 100 8 8 24 21 

無事救出 21 20 12 53 6 1 6 27 

計 82 64 36 182 25 15 36 70 

○県内における発生地域は、北アルプスが 168 件（56％）と最も多く、次いで八ヶ岳 

連峰が 32 件（10.7％）中央アルプスが 23 件（7.7％）、だった。 

 

 ～ 発生件数、遭難者数ともに過去最多（最悪） ～ 

 ＜遭難者の特徴＞ ・事故原因は「転落・滑落・転倒」が 6 割 

・40 歳以上の「中高年登山者」が 8 割 

・大都市圏を中心に「県外居住者」が 9 割 

・山岳会等に属さない「未組織登山者」が 8 割 
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○「転落・滑落・転倒」による発生件数が 175 件（58.3％）と最も多く、全国で最も多 

い「道迷い」は第 3 位（10.0％）。急峻で厳しい山岳環境を反映している。  

  
 

 【シーズン別の発生件数・【シーズン別の発生件数・【シーズン別の発生件数・【シーズン別の発生件数・遭難者の内訳遭難者の内訳遭難者の内訳遭難者の内訳】】】】 

 
件数 

遭   難   者 (人) 

死者 行方不明者 負傷者 無事救出者  計 

冬山(1,2,3,12月) 36 10 0 22 18 50 

春山(4,5,6 月) 62 13 3 36 20 72 

夏山(7,8,月) 103 24 2 53 27 106 

秋山(9,10,11 月) 99 18 4 50 28 100 

合 計 300 65 9 161 93 328 
 

○シーズン別の発生件数は、夏山（7･8 月）が 103 件（34.3％）と最も多く、次いで秋 

山（9･10･11 月）が 99 件（33.0％）。 

 
 
 【年代別・男女別の発生状況【年代別・男女別の発生状況【年代別・男女別の発生状況【年代別・男女別の発生状況】】】】 

  男 性 女 性 合 計 

人 ％ 人 ％ 人 ％ 

10 代 13 4.0 4 1.2 17 5.2 

20 代 17 5.2 2 0.6 19 5.8 

30 代 24 7.3 14 4.3 38 11.6 

40 代 41 12.5 12 3.7 53 16.2 

50 代 45 13.7 11 3.4 56 17.1 

60 代 73 22.3 28 8.5 101 30.8 

70 歳 
以上 

30 9.1 14 4.3 44 13.4 

計 243 74.1 85 25.9 328 100.0 

注）％は合計（328 人）に対する割合を示す 

○年齢別には 40 歳以上の中高年登山者が約 8 割（77.4％）。男女別・最多年齢層は、 

①60 歳代の男 22.3％、②50 歳代の男 13.7％、③40 歳代の男 12.5%。 
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【遭難者の居住地と外国人の遭難事故【遭難者の居住地と外国人の遭難事故【遭難者の居住地と外国人の遭難事故【遭難者の居住地と外国人の遭難事故】】】】 

 

 （居住地）                 （外国人） 

      上位 10 都府県          

  都府県 遭難者数(人) 

① 東京都 ５６ 

② 神奈川県 ４７ 

③ 長野県 ４４ 

④ 愛知県 ２７ 

⑤ 埼玉県 ２３ 

⑥ 大阪府 １６ 

⑦ 兵庫県 １３ 

⑧ 千葉県 １２ 

⑨ 京都府 １０ 

⑩ 静岡県 ７ 

 

 

 

 

○居住地は、東京都が 56 人で最多、次いで神奈川県 47 人、長野県 44 人、愛知県 27 

 人、埼玉県 23 人であった。県外居住者が約 9 割（86.5％）を占めている。 
 
〇最近 6 年間は毎年外国人の遭難事故が発生している。 

 

 

【山岳会等に属さない者の割合【山岳会等に属さない者の割合【山岳会等に属さない者の割合【山岳会等に属さない者の割合、ツアー登山者の割合、ツアー登山者の割合、ツアー登山者の割合、ツアー登山者の割合】】】】 

○遭難者のうち山岳会等に属さないいわゆる「未組織登山者」は約 8 割（76.2％）。ま 

た、ツアー登山参加者は 6.1％。ツアー登山の事故発生率は高くはないと言われてい 

るが、参加者が多いことから、ひとたび気象遭難事故等が発生すると大事故につなが 

る恐れがある。  

 

 

 

 

 

 

 

 

    

居住地（国名） 人 数 

平成20年 

韓 国 1（死亡） 

韓 国 2（負傷） 

平成21年 ロシア 1（負傷） 

平成22年 韓 国 1（負傷） 

平成23年 

オランダ 1（負傷） 

アメリカ 1（負傷） 

平成24年 

韓 国 1（負傷） 

イギリス 1（負傷） 

平成25年 

韓 国 4（死亡） 

韓 国 1（負傷） 

韓 国 1（負傷） 

ドイツ 1（負傷） 
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第 2 課 題 

１ 登山者・遭難者の特徴から見えてくる課題 

（１）体力や健康の衰えを認識していない「中高年登山者」が多い 

○中高年者は、登山者の 6 割（63.3％）だが、遭難者の 8 割（78.5％）を占めている。 

遭難者の男女別・最多年齢層は①60 歳代の男 21.9％、②70 歳代の男 13.3％、③50 

歳代の男 10.8%。 

○若い頃の成功体験と、現在の体力や健康とのギャップを認識していない登山計画や 

行動が見られる。  

○登山道での転倒事故が増加（上がっているはずの足が上がっていない→転倒） 

○登山中の病気による死者が増加 

（２）登山知識や技術を習得していない「経験の少ない者」が多い 

○登山経験 2 年未満の初心者が 3 割（29.6％）→山のルールや常識を知らない。 

○登山情報はインターネットや雑誌が中心で、組織に属さないため、経験者などから 

実戦的な学習・訓練を受ける機会が少ない。 

（３）山の怖さを知らない、遭難は他人事と思う「危険意識の欠如」 

○観光旅行の延長で気軽に訪れることができる登山のレジャー化により、「登山は自己

責任で行うもの」の意識が希薄に。 

○インターネットでは個人の成功体験が発信され、山の醍醐味や楽しさが喧伝される 

が、危険情報や専門知識については情報量が少ない。 

（４）遭難者は「県外居住者」が多い 

○遭難者の居住地は、①東京都 50 人、②長野県 39 人、③神奈川県 32 人、④愛知県 

28 人、⑤埼玉県 23 人････。県外が約 9 割（86.0％）。 

○安全登山啓発は県内だけでなく大都市圏を中心に県外での発信が必要。 

（５）本県の山岳環境に関する情報・理解不足の「外国人登山者」が増加 

○本県の山岳環境（地形、気候、登山道整備など）について十分に理解されていないケ

ースが多い。また、本県からも十分に発信されていない。 

○遭難時の言葉の壁の存在（意思疎通の方法） 
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（６）春山の遭難死亡事故が多発 

○ゴールデンウィーク中の急激な天候変化や雪崩に起因する遭難事故が例年発生。

H23・24 のシーズン別死亡者の最多は「春山」。ゴールデンウィーク中の日本アルプ 

スは悪天候時は冬山であり、死亡事故につながるケースが多い。 

 

２ 山岳遭難防止対策に係る課題 

（１）遭難多発層への情報提供と安全登山意識の啓発 

○中高年者、経験の少ない者、県外居住者などの遭難多発層への効果的な情報提供手段 

を工夫する必要がある。 

○登山しようとする山域の基本情報、山の難易度、気象、登山届の方法などの山岳関連 

情報がワン・ストップで分かる一元的な情報発信が求められている。 

〇日本の山岳環境（地形、気候、登山道整備など）や登山ルールを理解していない外国 

人登山者に対する情報提供を強化する必要がある。 

（２）山域での登山者への直接指導 

〇山の基本的なルール・マナーを知らず、また、危険管理意識のないまま入山する登山 

 者に対する指導を強化する必要がある。 

〇遭難多発期における指導・パトロール体制を見直すとともに、リスクをリアルに認識 

させる指導が必要である。   

（３）登山道及び案内標識 

〇山域ごとの登山道の整備水準や現況を関係者が共有し、登山者へ情報提供する必要 

がある。 

〇分岐点や危険地帯（遭難多発現場）を登山者へ適切に情報提供することが重要となっ 

ている。 

（４）遭難防止対策の実施体制の見直し 

〇登山のレジャー化やこれに伴う登山者の多様化に対応するため、県山岳遭難防止対策 

協会及び地区山岳遭難防止対策協会の組織を見直す必要がある。 
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第 3 遭難防止対策の方向性            

近年の登山者は、実際の登山経験ではなくインターネット等からの間接的な登山情報 

を頼りにしており、山岳会等による「先輩から後輩への危機管理意識（能力）の継承」 

が行われず、登山知識や技術が不十分なまま、また、登山の危険性を認識しないまま入 

山する場合が多くなっている。 

また、登山は、生命の危険と隣り合わせの山に自ら入る行為であるため「自己責任」

が原則である、という意識が希薄になっている。このような最近の登山者の多様化を踏

まえ、従来にも増してきめ細かな対策を講ずる必要がある。 

１ 情報提供と意識啓発 

（１）登山者の情報入手ツールに対応した情報提供 

登山者が多くの情報を得ている登山関連のインターネットサイトや情報誌では遭 

難情報はあまり扱われないため、これらの情報ツールを通じた効果的な啓発を行 

う。 

 

 

 

 

 

（２）登山力量に応じた登山計画作成のための支援 

   登山者が①山域の基本情報、②山の難易度、③登山力量（持久力、技術、知識、 

危機管理能力などの総合的な能力）を踏まえた登山計画を作成するために必要な 

情報を提供する。 

 

 

 

 

 

 

 

（３）登山計画書の提出の周知・徹底 

安全な登山計画を立て、また、救助活動に際し必要な情報を得る「登山計画書」 

の提出を啓発するとともに、より迅速な救助活動が可能となるインタネットを利 

用した登山計画書提出システムを周知する。 

 

 

[主な取組] 

・登山関連インターネットサイトの協力を得た安全登山情報の提供 

・インターネットを通じた山域の基本情報、山の難易度、気象、登山届などの一元的 

 な情報提供 

・登山・スポーツに関わる企業の協力を得た情報提供 

[主な取組] 

・遭難リスクマップ（山域別危険箇所、遭難多発地域）など、安全登山につながる基 

本的な啓発コンテンツの作成と普及 

・「登山力量に合った山選び」を支援する山岳ルート別難易度（グレーディング）情 

報の提供 

・バックカントリースキーやトレイルランニングなどの山のアクティビティ愛好者に

向けた、安全な山の楽しみ方の発信 

[主な取組] 

・日本山岳ガイド協会が実施する「コンパス」を利用した登山計画書提出システムの

周知 
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（４）安全登山教育の推進 

登山に関する技術や知識を習得する意欲を持っている登山者に対し、安全登山に 

関する知識もあわせて学習する機会を提供する。特に県外者への学習機会の提供 

について考慮する。 

 

 

 

 

（５）外国人登山者に対する情報提供 

増加している外国人登山者に対し、様々な機会を通じて日本の山岳環境の特徴や、 

これに基づく登山ルール、マナーについて周知する。 

 

 

 

 

２ 山域での直接指導   

（１）「自己責任の原則」の周知・徹底 

観光エリアと安全が十分に保障されていない登山エリアを明確に区分し、「自 

己責任の原則」を周知・徹底する。 

 

 

 

（２）リスクをリアルに認識させる啓発 

多くの登山者は当該山域についての具体的な危険性の認識が少ないまま入山して 

いるため、遭難の実態や危険ポイントを分かりやすく示す。 

 

 

 

 

 

 

（３）登山力量に応じた登山のための支援 

登山者の中には認識や経験が十分でないまま、ある程度の体力や技術を必要とす 

る山域に入ろうとするケースがあり、山の難易度（体力及び技術面）を周知する。 

[主な取組] 

・外国人登山者に向けた啓発資料の作成と周知 

・海外の登山団体、登山雑誌等への登山情報の提供 

・山岳ガイドの通訳案内士資格取得の容易化に係る規制改革の提案 

[主な取組] 

・登山エリアと観光エリアの境界を明確にするための標示や周知 

[主な取組] 

・登山口における遭難件数や遭難リスクマップ（山域別危険箇所、遭難多発地域）等 

の掲示 

・遭難多発現場の調査とこれに基づく改善及び警告標示 

[主な取組] 

・長野県山岳総合センターの研修講座を県内外に広報し、受講を促進 

・都市部で行われている登山講習会等に、県遭対協の「山岳遭難防止アドバイザー」 

を講師として派遣 

・登山・スポーツに関わる企業と連携した学習機会の提供 
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（４）高齢者、単独登山者への注意喚起 

高齢者や単独登山者の遭難が目立つことから、特に注意を喚起する。  

 

 

 

 

 

 

 

（５）直接指導機会の拡充  

   夏山常駐パトロール隊員や登山口での指導員の指導を強化するとともに、他の登 

   山関係者の協力を得て登山者を直接指導する機会を拡充する。 

 

 

 

 

 

 

 

３ 環境整備 

（１）登山道の整備レベルの検討 

登山道は自然発生的に成立し、自己責任の原則と自然環境に多くの負荷を与えな

いという考え方を基本として利用されてきた。一方、全国から多くの多様化した

登山者を迎え入れるに当たり、整備すべきレベル等の検討が必要である。 

 

 

 

（２）案内標識の整備等 

登山中の情報入手は、本来地図等を読みながら行うことが基本であるが、分岐点 

やこれまでの遭難実態から分かる危険地帯（遭難多発現場）等について登山者へ 

情報を提供する。 

 

 

 

[主な取組] 

・登山口における高齢者、単独登山者の遭難実態の周知 

・登山口における遭難件数や遭難リスクマップ（山域別危険箇所、遭難多発地域）等 

の掲示 

・「登山力量に合った山選び」を支援する山岳ルート別難易度（グレーディング）情 

報の提供 

[主な取組] 

・北アルプス夏山常駐パトロール隊による巡視・指導の拡充 

・登山口での相談員活動の充実   ・信州登山案内人の活用促進 

・山小屋での相談・指導機会の拡充  

・山域にアプローチする間の公共交通機関（バス等）内など、登山口以外の啓発ポイ 

ントの開発 

[主な取組] 

・「登山力量に合った山選び」を支援する山岳ルート別難易度（グレーディング）情

報の提供 

[主な取組] 

・必要な案内表示（分岐点、危険地帯（遭難多発現場））の調査、不十分な箇所の整 

備や必要な修繕 

・遭難多発現場の調査、当該地点の可能な改善や警告標示 

[主な取組] 

・登山道の管理責任の考え方、整備レベルや管理体制、情報提供についての検討 
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（３）夏山救護体制の強化 

登山中のけがや病気の際、登山者が迅速な手当が受けられるよう、県内山域で活

動する夏山診療所への支援を拡充する。 

 

 

 

    

４ 実施体制  

（１） 登山者の実態に応じた防止対策の実施  

多様化した登山者や増加する遭難にきめ細かい対応ができるよう、県、市町村及 

び関係団体の役割分担について協議するとともに、組織を見直す。 

 

 

 

 

 

（２） 抑止目標の設定 

急増する遭難を減少させるため、県、市町村及び関係団体は具体的な抑止目標を 

掲げ、官民一体となった遭難防止対策に取り組む。 

 

 

（３） 遭難対策に関する団体等との連携 

      登山や山岳遭難に関わる団体、登山者を対象にビジネスを行う企業など、幅広い

団体と連携して効果的な遭難防止対策に取り組む。 

 

 

 

 

 

５ 入山規制の検討 

 遭難防止対策のひとつの方法として、危険な山域に入ることを禁止する「入山規制」

の本県への導入の可能性について検討した。 

[主な取組] 

・山岳会や遭難対策を目的とする団体（民間企業、NPO 等）へ協力要請 

・登山・スポーツに関わる企業と連携した情報提供や学習機会の提供 

[主な取組] 

・・・・課題解決に向けた県、市町村及び山岳遭難防止対策協会の役割分担や連携について

協議 

・長野県山岳遭難防止対策協会、地区山岳遭難防止対策協会の組織の見直し 

・県の担当部局の見直し 

[主な取組] 

・長野県、長野県山岳遭難防止対策協会及び地区山岳遭難防止対策協会において抑止

目標を設定 

[主な取組] 

・夏山診療所の運営費に対する財政支援（医薬品・医療機器及び医師の賠償責任保険 

 等に係る費用に対し補助） 
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〇「入山規制」は、遭難防止の点で効果は期待できるが、個人の自由な余暇活動や旅行

を制限することになることから、その実施には、規制の有効性、公平性等が担保でき

るか、また、規制以外の代替手段はないかなど、多面的な視点で慎重に検討する必要

がある。 

〇長野県の場合は 

① 山域が広範囲で、また山域ごとに状況が異なることから、規制対象とする危険な

地域や危険な期間の設定が難しい 

② 隣県の登山口からも入山が可能 

③ 山菜採りなどの登山と類似した行為との区別 などの課題があり、 

公平かつ実効性ある規制は難しい。 

〇県内には、各山域の事情に精通した山岳関係者による適時・適切な判断により「入 

山自粛」を要請している事例があり、実効性をあげている。山岳環境は地域や時期 

により刻々と変化しており、県条例等による一律的な規制ではなく、各山域におけ 

る臨機応変な対応が効果的である。 

〇最近の遭難件数急増の背景には、知識や経験が少なく山に対する危険認識が乏しい 

者の急増がある。登山者には、ネットなどを通じ山の醍醐味や楽しさが喧伝されて 

いる一方、危険情報や専門知識についての情報は少なく、初心者に対する啓発は不 

十分といえる。入山規制という手段の前に、まずは初心者等への啓発に注力すべき。 

〇以上から、本県における入山規制の導入については、現時点では適当でない。 

（参考）「群馬県 谷川岳遭難防止条例」（昭和 42年 1 月 1日施行） 

①指定した危険な山域（谷川岳の岩場地帯）に、3 月 1 日から 11月 30 日までの期間に登山す

る場合は、登山届を事前に提出することを義務付ける（未届出者は罰金を科す）とともに、

②著しく危険があると認める期間・地区は登山を禁止するこことができるとし、例年 3 月下

旬から 4月下旬の指定地域への登山を禁止している。 

 

①登山届の提出 

(登山届の提出) 谷川岳の岩場地帯の登山に関し、登山者の守るべき事項を定め、登山届を 10 

日前までに提出しなければならない。 

(期 間)  3 月 1 日～11月 30 日 

(区 域)  谷川岳における岩場地帯（危険地区を指定） 

(指 示)  必要な指示事項を記載し、届出者に交付する。 

(罰 則)  未届登山者：3 万円以下の罰金 

 

②登山禁止 

(一般的禁止)  著しく危険があるときは期間・地区を指定して登山を禁止することができる。 

(罰 則)  禁止区域登山者：3万円以下の罰金 

(冬山の心得) 12 月 1 日～2 月末日の間は危険地区に登山しないよう努めなくてはならない。 
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第４ 山岳遭難防止のために 

１ 登山者に向けて 

 

 

 

 

   

 

〇以前は登山者の多くは地域、職場、学校の山岳会等に組織され、系統的・体系的に登

山に関する知識を学び、先輩との山行において実戦的な登山力量を高め、あわせて山

中における危機管理能力を身に付けていった。 

〇現在は、このような山岳会等への加入者は少なくなり、十分な情報や経験がないまま、

登山力量からは適当でない山選びや無理な行動により遭難事故を起こしている事例

が多い。 

〇登山者は、情報をインターネットや山岳雑誌等を通じて入手することが多いが、これ

らは山の醍醐味や楽しさが強調され、専門知識や危険情報については不足する傾向が

ある。 

〇遭難事故のほとんどは、備えるべきものを備え、注意すべきものに注意し、体力や体

調に応じて行動すれば防止できるものであり、「登山のルール、マナー」を遵守し、 

山の危険性を十分に理解の上、安全登山のための自己研鑽に努める必要がある。 

 

２ 山岳関係者、行政に向けて  

 

 

 

 

〇第３に記載した遭難防止対策を講じるとともに、長野県の実態に合った具体的な登山 

のルールやマナーを整理・確立し、これを登山者が考え行動する際の「規範」として 

普及することが、山岳遭難防止のために必要なことと考える。 

○このルールやマナーの規定方法は、条例やガイドラインなどが考えられるが、方法に

ついては県において、実効性の確保や効果的な周知等の観点から検討されたい。 

○「登山のルール、マナー」は、県と登山関係者が協議のうえ、当検討会での議論を踏

まえ、次のような事項について明示することを検討されたい。 

 

 

  

 

登山者が遵守すべき、長野県の山の実態に合わせた「登山のルール、マナー」を具

体的に明示し、これを普及することで登山者の安全意識を向上させること。 

登山は、生命の危険と隣り合わせの山に自ら入る行為であるため、「自己責任」が原

則であることを認識し、自らの登山力量と危機管理能力を高めるための研鑽に努め

ること。 
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区    分 項  目  （例） 

登山者が遵守すべきルール 

・自己責任の原則 

・地元関係者の入山自粛要請への協力 

・登山計画書の作成・提出 

・登山力量に応じたルート選び 

・指定山域でのヘルメット着用 

・登山ルートや季節に応じた装備 

・地図・コンパス、ライト、非常食の必携 

・山岳保険への加入            など 

気持ちよく登山するために 

守るべきマナー 

・譲り合い(基本は登り優先) 

・登山道でのあいさつと情報交換 

・山小屋への早い到着 

・落石の防止と落石の場合の周囲への「警告」 

・動植物の保護地域への踏み入れ禁止    など 

遭難しないための注意事項 

・下山道など事故多発地帯の把握 

・天気情報の収集、的確な判断と撤退（停滞） 

・譲り合う際の山側待機 

・単独登山の危険性（パーティによる登山の推奨） 

・日頃からの健康管理と筋力・体力トレーニング 

・山岳ガイドの同伴            など 
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